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This paper pFeSents a wstems apprOach for analyzing business administrability in
tourist resortsj whereby focus is placed On assesttent Of businesss adninistrability of
smaH―scale 10dging faclltieS.
In this paper,ve define a concept Of break―ven―poi t nunaber Of lodgeFS, Which
determines busilless administttbility Of lodging facilities.The administrability of
individual 10dging houtt can be considered as requisites for FeSOrts development
planning.  Break―evenipoint number of iodgers Of lodging hOuses are investigated in
three case study areas,1,ei the IIatibuse―Kogen area,thё UFadOmKaigan coast｀and
HyOnosen skiing grounds,and the ad■li istr blity ofthose areas as‐recreation resorts
are discussed.
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1.はじめに
近年、国民の所得水準の向上、自由時間の増大等によ
り余暇活動は年 活々発化してきている。それにともない
観光・ レクリエーション施設等の需要も高まりつつある。
観光白書によれば、今後「レクリエーション・余暇活動」
に生活の力点を置きたいと考える消費者は昭和58年以来
「住生活」、「食生活」等を優先する消費者の数を上回っ
たとしている。きらに、消費支出に占める自由時間関連
支出の割合も昭和40年には17.3パーセントであったが、
昭和60年には22,4パーセントとなり、かなりのウェイト
の増加が見られるとしている。
このような国民の余暇活動に対する関心の増加と対応
して、地方自治体や公的機関、きらに多くの民間資本も
積極的に観光・ レクリェーション開発を行うようになっ
てきた。地方都市四においても、その地域の特性を生か
した観光地開発の重要性が認識きれるようになってきて
おり、地方都市日の振興や活性化の一環として観光資源
の開発やハード・ソフトな施設の整備等、観光客・ レク
リェー ション客誘致のための積極的な活動を行うように
なってきてぃる。
このように地方市町村の活性化をめざした観光・ レク
リューション開発の重要性が認識されるようになってき
たが、観光地として未成熱な地域、あるいはプランド化
きれた観光資源を持たない地域において、観光・レクリ
エーションを基調とした地域経営を行うことは容易では
ない。特に宿泊施設の多くが民宿、ロッジ等の小規模宿
泊施設により格成きれているような未成熱の観光地で営、
これらの経営主体は兼業により生計を営んでいる場合も
多い。本研究では、観光 。レクリユーションを軸とした
地域経営を行う場合、宿泊施設等の個別民間経営主体が
施設経営を専業として生計を維持できるかどうかが地域
経営の戦略の決定に際して重要な判断材料になりうると
考えた。
本研究では観光・ レクリエーション穆中心とした地域
経営に関する研究の第一ステップとして、観光・レクリ
エーションを軸とした地域経営を行う際に重要な課題と
なる観光地の宿泊施設の、短期的な経営成立性に関して
分析を試みることとする。すなわち、観光宿泊施設を専
業として経営できるかどうかを判定する基準として、損
益分岐点宿泊客数という尺度を定義する。本稿では観光
宿泊施設の中でもロッジ。民宿等の小規模な宿泊施設に
焦点を当て、その経営成立性老分析することにより、
観光・ レクリエーションを基軸とした地域経営に関する
一つのアプローチを試みることとする。本稿では、あく
までも悩別経営主体の立場に立って、観光地経営の収支
性・成立性を検討するものであるが、本研究で得られた
知見は本研究が対象とする未成熱観光地の経営戦略を検
討する場合の基礎的な情報として位置付けることができ
ると考える。
以下、本稿の2.においては小規模宿泊施設の経営成
立性に関して考察するとともに、観光地開発を行ううえ
で重要な概念となる「損益分岐点宿泊客数」を定義する。
ついで、3.においては宿泊施設の経営成立性の短期分
析モデルを定式化するとともに、きらに、4.では簡単
な事例計算を通じて損益分岐点宿泊客数という考え方を
用いた小規模宿泊施設の経営成立性の分析方法に関して
考察する。最後にへ5。 では実際の地域を対象とした分
析事例にっいて紹介することとする。
2.小規模宿泊施設の経営成立性
2.1 小規模宿泊施設の経営問題
宿泊施設経営に関する意志決定は宿泊施設の特性、お
よびマーケッティング要因に関する意志決定と密接な関
係がある。これらの要因はその地域での売上高に影響セ
及ぼすばかりでなく、その地点での初期投資額(建築設
備費等)および開店後の営業経費連決定する要因でもあ
る。観光・ レクリェーション宿泊施設の経営戦略を考え
る場合、観光客の変動によるリスクをどのように考える
かが重要な問題となる。特に、夏・冬といった特定の季
節に焦点を置いたレクリエーション性の高い観光地では、
宿泊施設のマーケティング戦略を入り込み客数と対応き
せて、柔軟に変化きせることにより収益の季節変動性を
吸収していくという戦略が望ましぃ場合が多い。特に、
観光地としての資源がブランド化きれていないような小
規模で未成黙な観光地での宿泊施設の一つの合理的な経
営形態として民宿・ロッジ等の小規模宿泊施設が位置付
けられる。
小規模宿泊施設の特色の一つはその経営形態の柔軟性
にある。通常、これらの宿泊施設の経営主体の資金的財
源は零細であり、収益の変動に伴うリスクに対してそれ
を担保する能力に欠ける場合が多いゥ特に、総費用に占
める固定費用の割合が高いときれる観光部門では収益性
に対応した柔軟な短期的経営戦略と施設の拡大・投資及
び経営財務の管理といった長期的経営戦略のパランスを
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図ることが重要である。ここでいう、短期的経営戦略と
は営業日数、従業員の雇用、サービス水準等いわば短期
的に可変な要因の合理的決定を意味する。一方、長期的
経営戦略には、一つには経営規模(部屋数、施設規模)と
いう投資額の決定と投資のための資金をどのように調達
し返済していくかという経営財務管理の問題がある。こ
のような短期的経営戦略と長期的経営戦略は互いに密接
な関連があることはいうまでもない。しかし、前述した
ような小規模宿泊施設の経営主体のリスク担保能力の低
きという点を思料すれば、長期経営戦略の決定にあたっ
て初期一括投資という形態をとるとは考え難い。営業経
費における固定費用の高きから、小規模宿泊施設の経営
においては宿泊客の動向を勘案しながら逐次投資決定を
行うのが常である。このように小規模宿泊施設の経営間
題を考える際には経営問題の短期的・中長期的な側面を
同時に考慮する必要があるが、本稿ではこのような小規
模宿泊施設の経営問題の短期的な側面に着目するととも
に、このような短期的な側面から宿泊施設の経営成立性
に関して分析することとする。すなわち、前述したよう
に小規模経営主体の資金的財源は零細であり、長期的な
経営戦略を考慮する場合においても毎期ごとの短期的な
経営が成立していることが前提となることは言うまでも
ない。このように短期的な経営成立可能性に関する検討
は小規模宿泊施設の経営成立性を分析するという課題に
とって第1ステップではあるものの、極めて重要な意義
在持っていると考える。
2.2 損益分岐点宿泊客数
観光・ レクリエーションを軸とした地域経営を行って
いく場合には、その観光地全体としての魅力やサービス
水準をどのように改良するのかという公共サイドでの意
志決定が極めて重要な意義を持っている。一方で、観光
地としての地域経営を行うためには、そこで生計を営む
宿泊施設の個別経営主体の経営が成立可能でなければな
らないことは言うまでもない。一般に、民宿等の小規模
宿泊施設は、宿泊施設経営を兼業として行っている場合
が多く、この場合、宿泊施設経営のみによって経営主体
の所得を確保できない場合も多い。しかしながら、観光・
レクリエーション開発を軸として地域経営注行う以上、
当然のことながらそこで生計を営む個別経営主体が施設
経営を専業として運営できることが前提となるべきであ
ろう。一方、福別経営主体が宿泊施設を経営する場合に
他の職業との兼業を前提とせぎるを得ないような地域で
は、観光・ レクリエーションを軸とした地域経営を行う
ことは難しいといわぎる穆得ない。この場合には、公共
サイドでの相当の観光地開発努力が必要となるであろう。
このような考察に基づいて、本研究では観光。レクリエー
ション開発を軸とした地方市町村の地域経営″行う場合、
少なくともそこに存在する悩別経営主体が宿泊施設経営
を専業として生計を営むことができることを一つの地域
経営の評価基準と考えることとした。
このような経営の専業化の可能性を分析する方法とし
て以下で述べる損益分岐点という考え方が利用できる。
小規模宿泊施設の経営を考える際に、総収入と総支出が
みかけ上等しくなる点を損益分岐点と呼び、そのときの
売上高を損益分岐点売上高という。Fig。1は従来の経営
分析において利益計画を作成する際よく用いられてきた
『利益図表』である。横軸は販売量、縦軸は総費用と売
上高を表しており、販売量Qのときの利益0は固定費F・
変動費V(Q)。売上高R(Q)を用いて
Φ=R(Q)―(F+V(Q)} (1)
で表きれる。また図上の点Bは損益分岐点と呼ばれてい
るものであり、そのときの売上高Rは損益分岐点売上高
と呼ばれる。本研究において、宿泊施設の経営を分析す
る上で、この損益分岐点はとりわけ重要な概念であり、
この点を達成できる宿泊客数を『損益分岐点宿泊客数』
ャと呼ぶことにする。
損益分岐点を求めるに当たっては、社会的にみて常識
的な賃金水準が、充足きれることを前提とするが、副業
型の家族経営の場合、損益分岐点を下回っていても賃金
水準連きらに下げることによって採算割れを回避するこ
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とができる。その点を下回っても経営主体は他の職業を
兼業することにより、生計を営むことができる。事実、
未成熟観光地の多くの小規模宿泊施設では施設経営によ
り損益分岐売上高を得るに至っておらず、この場合には
宿泊施設経営は兼業化という形となって現れている。こ
のように、損益分岐点は宿泊施設を専業として経営的に
成立できるかどうかの有効な目安となり得ると考える。
3.短期的経営成立性の判定モデル
本格では地方市町村の中でも特に観光地として未成熟
な地域をとりあげ、観光・ レクリエーションを中心とし
た地域経営が可能であるかどうかを検討するための基礎
的な情報を得ることを目的として、小規模な宿泊施設す
なわち僧人経営型の民宿・ ロッジ等の宿泊施設の経営成
立性を分析する短期的モデルを考える。
3.1 基本的な仮定
以下のような基本的仮定に従ってモデルを構築する。
1)短期の経営成立性を検討するにあたって、初期投資
額、及び、その財務構成、すなわち自己資本金 (I。)
ならびに借入れ資本(11)の構成比を外生的にパラメー
タとして取り扱う。また、返済金額や減価償却費は
このようなパラメータの値に対応して決定きれる。
2)総投資額 (I),(I=IO+11)に対応して宿泊施設の規
模(収容人員PHax)が一意的に定きると仮定する。
3)宿泊客数Pの季節変動の分布は春夏秋冬の4季にっ
いて大まかなパターンが予測できるものとする。
4)経営者自身も常勤従業員であり、みなし法人制度を
採用することにより収益を人件費に含めて考えるこ
ととする。
5)規模の経済性・規模の不経済性を考慮せず売上高
に対する変動責の変イヒ率は一定とする。
6)収支の計算は年単位でおこなう。
7)宿泊施設・設備・家屋等の原価償却後の資産価値は
それほど高くなく、また土地にっいても宿泊施設が
経営主体の居住場所としての機能を付随している場
合が多いためキャピタルゲインにっいては考慮しな
いものとする。
3.2 モデルの定式化
固定費F,変動費V,売上高S,損益分岐点売上高S事,
とすると宿泊施設が専業として経営が成立するためには
s≧s奉=F+V
が成立しなければならない。
固定費Fは借入金返済額(償還額)R,人件費(常勤従
業員労働単価)C,滅価償却費D,固定資産税等の資産
課税額Tにより構成きれており、
F=R tt C+D+T            (3)
を得る。きらに投資額I,自己資金額10,借入金額11,
とすれば
I=IO+11                   (4)
となる。また、返済金Rは返済期間n,利子率rの定額
償還を仮定すれば
R=R但)=L鰐   0
となる。また施設の構成要素k(1=施設本体,2=付
帯設備・備呂等)について残存価佐率ρ,償却期間m,
構成要素kが総投資額(=価値)にしめる比率を表すパラ
メータをuxとすれば
廓1-ρ)Iuymx    。
となる。人件費Cは常勤従業員数loの関数として
C=C(lo)=ω lo              (7)
とし、ωは従業員1人当りの年間賃金所得を表すパラメー
タとする。また資産課税額Tは総投資額Iの関数であり、
τを賛産額Iに対する税率を表すパラメータとして
T=T(I)=τI             (8)
で表す。
変動費Vは季節i(i=1春, i=2夏, ユ=3秋,
i=4冬)の入込み客数Piの関数で表す。変動費は臨時
従業員人件費(アルパイトの麿用費用)L(Pi,li),材料
費M(PI),語経費O(Pi)から成るとして
V(Pi)=L(Pi,li)十M(Pi)+O(Pi)    (0)
となる。臨時従業員人件費L(Pi,h)はπを努働単価と
し,を従業員1人あたりのサービス顧客数とすれば
きらにμ,cをそれぞれ単位顧客数当りの材料費、単位
顧客数当りの諸経費を示すパラメータとすれば
M(Pi)〓μPi
O(Pi)=c Pi
となる。
ここでPiについての制約条件は仮定3)よリー日当り
施設最大宿泊定員P Baxは総投資額 Iの規模により定ま
ると仮定する。いま、パラメータδを用いて
P Bax=δI              (13)
?
?
?
?
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?????
?‐
?
?
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?
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?
?
?
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?
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(2)
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と定義すれば、季節 1にわける稼働率(ai)を用いて年
間宿泊客のうち季節 iに集中する割合αiを求める。き
らに、稼動日数をdiとすれば、季節 iの宿泊客数は
αl=ai/ゴai            (14)
Pi=〔:|:mxネ獣 貿 ユ) に9
となる。また年間変動費Vおよび年間宿泊客数Pは、そ
れぞれ
v=ゴv(Pi)             (16)
P=建Pi      Qり
で表きれる。
一方売上高Sは宿泊客1単位当りの売上高をσ、とすれ
ば入込み客数Pの関数として
S(醐=σttPi    但o
により表きれる。
以上のことにより損益分岐点売上高S(P・)は
S(P')=R(I)+C(lo)+D(I)+T(I)十逮
`Lぼ
Lla+Yrぢよi)〕 Q9
P tti=fil::ax l::|≦:|:電甘  1201
であり、このときのP車が損益分岐点宿泊客数となる。
与件として外生的に与える自己資本額I。に対して総投
資額Iを定めれば借入金額IIが決定きれる。きらに、常
勤従業員数10もパラメータとしてその値を想定すれば、
1∞0        6∞0
Fig。21-P Bax,】
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Table l.パラメータ表
返済期間      n=10年
利子率       r=5イ
残存価値率     ρ=0。1
償却期間      ml=30年,m2=8年
貴産学に対する税率 τ=0.012
非常動労働単価   π=5千円
売上高対材料資率  μ=0.2
売上高対請経費率  e=0。15
投資額対宿泊定員数 ε=0,023人万 円
稼働口数      di=20日
一人当り売上高   σ=5千円
従業員一人当り顧客数 夕=20人
損益分岐点宿泊客数P専は式(19),90)の解として求めら
れる。
4.モデル分析 (事例計算)
簡単な事例として以下の3例毛想定し、損益分岐点入
り込み客数について分析をおこなった。すなわち、
(1)自己資本IO=10∞万円のときの総投資額とそのとき
の施設容量(可能宿泊定員 ;季節ごとの宿泊定員の
上限佐はその季節の稼働率より定まるものとする)
P Bax=Σ uiPttxとの関係ならびに総投資額Iと
損益分岐点宿泊客数P争の関係を求めるケース。
および同様にして、
(il)自己資本額IO=500万円のケース。
ただし(i),(lI)のケースはいずれも各季節の宿泊客比
を春:夏:秋:冬=1:2:1:6(稼働率al=0.17,a2玲・33,
a9=0.17,a4=1・0)
と仮定する(F ig.2
参照)。 きらに、代
替的なケー スとして、
(?l)自己資本額Io
=10∞万円のとき
のIとP mxの関
係、ならびに、 I
とPこの質係を、
季節稼動車al=
1.0とした仮定す
る、(Fig.3参照)
というケースを設定
した。なお、その他
500            1500
Fig.31-P BaX, 1-P・擦(2)
P(人)
S
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のパラメータ値についても実績値を参考にして、3ケー
スともTable lに示すような値を設定した。以上の各ケー
スに対する分析結果をHg。2,3に示す。以上の計算結
果より、次のようなことがわかった。
a)自己資本額が同じならば、借入資本額が大きくなるに
つれて損益分岐点宿泊客数も増大する。同様に宿泊総
定員P DaXも増大するが、その匂配は後者のほうが大
である。つまりIが増大するにっれてPBax―Pも増
大する。すなわちこの差の分だけ損益分岐点老超えた
利潤増が見込めるので、P事≦P≦P Laxであることが
確かであれば、その分Iを増大きせることは合理的で
ある。
b)二には損益分岐点が存在するための下限値がある。こ
の下限値は自己資本額が低下すると増大(右に移動)し、
それにっれて、IとP Baxの関係、ならびに、IとP
の関係を表す曲線(直線)も、右に移動する。
c)同じ自己資本額であっても宿泊客数Pの季節分布が均
等化してくるとIの下限値は低下(左に移動)する。同
様にI―Pぬx曲線、 I―P曲線も左に移動し、その
分だけ低い宿泊客数でも損益分岐点が存在する。
このような損益分岐点の持っ特性は、その宿泊施設の
経営方法に重要な影書を及ぼす。すなわち、上記の例を
実際の経営の場において考えると、宿泊客(入り込み客)
の季節変動が小きな場合(例(i?))には、少額の投資で
も経営は成立するであろうが、季節変動の大きな場合
(例(i),(il))|こは、経営規模を大きくしなければ経営は
成立しないことになる。また、もしも経営規模を大きく
したとしても、常勤従業員の人件費額″考慮すれば支払
可能な従業員数は1人ないし2人程度にしかならず、季
節変動の小きな場合に比べ、かなり不安定な経営になら
ぎるを得ない。このため入り込み客の季節変動の大きな
観光地において、しかもそれほど経営規使の大きくない
宿泊施設を経営する経営者の家計″維持していくために
は、宿泊施設の経営とは別になんらかの副業を営まなけ
ればならないことになり、これが季節対応型レクリェー
ションを軸とした地域経営を行う場合の大きな制約とな
る。またこれよりきらに季節変動の大きな観光地にあっ
ては、宿泊施設の経営そのものが副業となり、宿泊施設
の経営とは別の職業を持たぎるを得ない。現在のレクリ
エーション対応型観光地にわける小規模な宿泊施設の経
営の多くは、このような厳しい経営環境の下に置かれて
いるといえる。
以上の分析結果をふまえて、以下では具体的に鉢伏・
浦富・氷の山という三つの地域老対象としてレクリユー
ションを中心とした地域経営の可能性について考察する
こととする。
5。 ケース・スタディ
5,1 ケース・スタディの概要
ケース・スタディの対象地域として、(1)冬期スキー、
夏期夏山ともに観光開発が比較的進んでいる兵庫県関宮
町の鉢伏高原、12)夏期海水浴地である鳥取県岩美町の
浦富海岸、および●)レクリエーション地として開発が
進んでいない鳥取県若桜町の氷の山スキー場の3地域を
取り上げ、これらの地域にわける小規模宿泊施設の経営
成立性の分析していく。分析を行う前に、ケース・スタ
ディを行う際に設けた基本的な仮定を以下に列挙してお
く。
1)以下のケース・スタディは現在、既に営業を行って
いる宿泊施設の経営主体を対象に実施する。したがっ
て、経営主体の新規参入は考えないこととする。
2)宿泊客数に関するデータの入手は困難であるのでギ
売上高穆観光地入り込み客数を用いて推定する。そ
の際、季節によって観光地訪間の目的が異なるため
に、宿泊客数を季節ごとにその季節の入り込み客数
に基づいて算出する。
3)宿泊施設はピーク時の季節において1∞χ稼動してい
ると仮定する。したがって、ピーク時の季節稼働率、
alを100Xと設定する。
5.2 対象地域の概要
(1)鉢伏高原
鉢伏高原は氷の山、鉢伏山に岡まれる総面積約49k■2
の高原地帯である。以前は、起伏の激しい山はだや長い
1        3              6              0              12
Fig.4年間入込み客変動(昭和60年,鉢伏高原)
*4～6月,7～9月ld
3カ月の平均データ
鳥 取 大 学 工 学 部 研 究 報 告 第 18巻
谷間に集落が点在し、冬期には積雪で交通が寸断きれる
ことも常時であった。昭和37年、但馬総合開発の一環と
して大久保地区から鉢伏高原への道路が開通したの穆機
に、かねてから地元住民の念願であった周辺地域の開発
と振興が図られ、高原野菜の栽培や、シラカパ林の遣林、
並びに観光開発が著手きれた。現在では冬のスキー、夏
の登山、キャンプ、春・秋のハイキングの場として、オー
ルシーズン型のレクリエーション観光地として関西―円
に知られるている。Fig.4は鉢伏高原における観光入込
み客数の月別変動を表している。入り込み客数はスキー
シーズンである冬期において最大となっているが、それ
以外のシーズンでも秋期を除いてほぼ一定した入り込み
客を獲得していることがわかる。また、年間を通じて入
り込み客は宿泊を前提として滞在することが多く、宿泊
施設の経営も年間を通じて行うことができる。
(2)浦富海岸
浦富海岸は東は兵庫県の浜坂町に接し、西は鳥取砂丘
へと続く海岸地帯である。山陰海岸国立公国の中に位置
し、特に夏の海水浴シーズンには鳥取県内をはじめ関西、
山陽方面から、多い日には一日一万人老超える海水浴客
が訪れる。しかし、近年訪れる観光客数は減少傾向にあ
るため、近隣の鳥取砂丘や岩井温泉等との結び付きを強
化し、総合的な観光開発を行うことの必要性が強く認識
きれるようになってきている。Fig.5は浦富地域の、観
光入込み客数の年間変動を表したものであるが、この図
からも入り込み客が特に夏期に集中していることが読み
取れる。夏期以外の入り込み客は主として海岸美の探索
3      6      V      とと
Fig.5年間入込み客変動(昭和60年,浦宮海岸)
Table 2.季節稼働率表
稼働率 鉢 伏 浦 富 氷の山
al 0。44 0。35
a2 0.67 1,00 0
a3 0。11 0,46 0
a4 1.00 0。19 1.0
を目的とした観光客が主体となっており、入込み客が宿
泊客に結び付かないという問題点を持っている。事実、
民宿も夏期のみ営業している場合が多い。
(3)氷の山スキー場
氷の山スキー場は鳥取県の東南端の若桜町に位置し、
氷の山の西側斜面を中心としたスキー場である。スキー
場は昭和39年に開設きれたが、その後の開発が進まずス
キー場としてあまりその名は知られていない。しかし、
近年になって若桜町の地域活性化の基幹事業として、ス
キー場を中心とした氷の山の観光開発が着目きれつつあ
る。氷の山地域の観光入込み客の、年間変動の詳細なデー
タは得ることができなかったが、著者らの現地での間き
取り調査によれば、民宿、ロッジ等は冬期のスキーシー
ズンのみを対象とした経営を行っている。
5.3 経営成立性に関する実証分析
入り込み客数の調査結果に基づいて、宿泊施設の季節
稼働率をTable2に示すように設定した。ここでは、宿
泊施設の経営形態として、 1)住居を改装して顧客を宿
泊きせる民宿形式、ij住居とは別に新たに宿泊施設を建
設したロッジ形式、という2種類をとりあげる。
(1)民宿経営
経営者の住んでいる住居を改装して、宿泊客を受入れ
るような経営形態が、ここでいう民宿である。民宿の特
徴は、施設の整備が住居を改装するだけですむために施
設の建設費(改装費)が安価であり、総資本額が小きくて
済むことである。またその半面、経営規模をそれほど大
きくできないという限界を持っている。
Table l,2の入カデータを用いて前述の三っの地域
にっいて宿泊施設の経営成立性を分析した。その際、宿
泊施設のタイプとしてTable l,3に示すような宿泊施
設を想定している。なお、民宿経営においては住居を改
装することにより得られる宿泊定員数は、せいぜい20名
程度であることより、P mx=20人と想定することとし
た。実証分析の結果から、民宿経営を前提とした経営形
万
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態では、損益分岐売上高を維持することは不可能である
態では、損益分岐売上高を維持することは不可能である
ことが判明した。すなわち、民宿の経営は専業経営には
なり難く、大部分は兼業経営にとどまらぎちを得ない。
民宿経営においては家族で経営している例が多く、損益
分岐売上高を確保できなくとも民宿経営により収入を得
ることができれば、民宿経営の動機は存在する。3.で
定式化したモデルでは常動従業員の人件費を経費として
固定費に含めていた。しかし、民宿の経営主体は零細で
あり、家族単位で行われることも多い。したがって、人
作費連経費ではなく民宿経営主体の収入の一部と考える
こととした。そこで、民宿経営により得られる収入を
(収入)=(売上高)―〔(固定費)―(人件費)〕―(変動費)(21)
と定義して、民宿経営による収入状況を分析した。その
結果をTable 3に示す。
Table 3に示す分析結果からはいずれの地域において
も一応の収入を見込むことができることが判明した。し
かしながら、季節稼働率の違いによって、その収益性に
は対象地域によって大きな差果が生じている。年間を通
して施設稼働率の高い鉢伏高原においては、例としてと
りあげた程度の小規模経営であっても、民宿経営とは別
にある程度の収入を得ることのできる副業があれば、民
宿経営を主体とした経営方法で十分生計を立てることが
期待できる。これに対して、1シー ズン集中型の氷の山
スキー場においては、利益はあがるが、あくまでも民宿
の経営形態は副業としてであり、民宿経営を主とした経
営形態に移行するためには、冬期シーズンの稼働日数を
きらに多くするか、あるいは、冬期シーズン以外の季節
の稼働事を高めなければならない。
(2)ロッジ経営
つぎに、住居を改装して宿泊可能な施設に改築するこ
ととは別に、新たに少し大規模な宿泊施設を建設して経
営にあたる、いわゆるロッジ形式の宿泊施設の経営をと
りあげる。本ケースでは、Fig。4に示したように、投資
額に対する最大宿泊定員数直線の勾配が、そのときの損
益分岐点宿泊客数直練の傾きよりも大きくなっている。
Table 3.民宿の利益表(ω対 )
年間利益 (万円)
鉢 伏 浦 富 氷の山
P ttx=20
のとき
従って、投資額(経営規模)を大きくできれば、最大宿泊
定員数と損益分岐点宿泊客数との差が大きくなり、その
分だけ、大きな利益が見込めることになる。つまり、こ
のことは経営者側に立てば、経営規模が十分大きくしか
も宿泊客数が多くなれば、十分余裕をもった経営が可能
になることを意味してぃる。その反面、経営規模を大き
くすれば、損益分岐点が達成されなかったときの損害額
の大きくなるのも当然のことであり、経営規模の決定は
経営者のリスク担保能力に依存するところが大きくなる。
このようにロッジ経営の場合は、民宿経営の場合とは異
なって、損益分岐点宿泊客数、すなわち、宿泊客がその
臨界的な数を下回れば経営が成り立たなくなる点がより
重要な意味を持つことになる。そうして、経営形態もよ
り専業的になり、『 どのようにすれば顧客が多く宿泊す
るか』とぃった経営努力が重要になってくる。。
ここでは、施設の最大規模P mxとして60人,80人,
100人,のこっのケースを設定した。三っの対象地域の
それぞれに対して損益分岐点宿泊客数をもとめたが、そ
の結果をTable 4に示す。損益分岐点宿泊客数はそれぞ
れのケースにおいて、2560人,3440人,4160人となってお
り、相当の年間宿泊客数を確保することが必要である。
一方、Table 4には、最大宿泊定員数と損益分岐宿泊客
数の差も同時に示しているが、宿泊客数を増やす経営努
力により損益分岐点をうわまわるような宿泊客数を確保
できるならば、施設規模をおおきくすればするほど、安
定したロッジ経営を営むことが可能となる。
ロツジ経営を行う場合には、新たに宿泊施設を建設し
なければいけないことを考え合わせれば、経営者は当然
Table 4.ロッジの損益分岐点
PHax
(分岐点)
手間所得t
(万円)
年 間 可 能 数
(可能数 一 分岐点数 )
鉢 伏 浦 富 氷の山
60
(2580)
250
?
?
?
? 24∞
(△140)
12∞
(△1580
?
??
?
? 300 2664
(△■8)
2400
(△480
12∞
(△1580
??
? 300 3552
(112)
3200
(Z2ゝ40,
16∞
(△184α
ユ∞
(4160)
3∞
?
? 4∞0
仏 100
2000
(△2180)
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のことながら、専業経営を期待する。Table 4より宿泊
施設の規模を大きくすればその分、最大宿泊定員と損益
分岐宿泊者数の差が大きくなり、経営状態が安定的になっ
ていくことがわかる。季節稼働率に幅りの少ない鉢伏高
原を例にとるとへ年間の最低限度の収益(常勤従業員の
人件費)を300万円とすれば、P nax=60のとき最大宿泊定
員数は損益分岐点宿泊客数に■6人足りないが、P mx〓80,
100のとき、それぞれ112人,280人上回ることを見ても、
そのことがわかる。
次に三っの地域を比較すれば、鉢伏高原においては宿
泊施設の規模を、ある程度大きくすれば、経営が成立す
ることが十分に期階できる。また、清富海岸においても、
常動従業員の人件費を200万円程度にまで下げたとすれ
ば、P Bax=60人程度の施設規模でも損益分岐点宿泊客数
は達成きれる。しかし、1シー ズンに入込み客の集中す
る氷の山スキー場の場合には、P nax=100人で常勤従業
員の人件費を0としても、損益分岐点宿泊客数は達成で
きず、ここでは(1シー ズン集中型観光地では)全く経営
が成立しない。
(3)分析結果のとりまとめ
以上の分析結果より、観光地における小規模宿泊施設
の専業経営が成り立つか否かを決める最も重要な要因は、
その観光地の年間の入込み客(宿泊客)の総数とその季節
毎の変動状態であるといえる。たとえば、年間を通じて
かなり安定した入り込み客を確保している鉢伏高原にわ
いては民宿・ ロッジ等の小規模宿泊施設をほぼ専業経営
に近い形態で経営することができる。事実、現在におい
ても鉢伏高原一帯には200を超える民宿 。ロッジが立ち
並び、そのほとんどが専業か、あるいはそれに近い経営
形態を採っている。それには、個別経営主体による不断
の経営努力もきることながら、公的。民間資本による観
光資源の開発努力を無視することができない。このよう
な地域経営努力の結果として、今日の年間を通して量的
にも安定した入り込み客数を確保することができるよう
になり、専業経営に近い形で宿泊施設の経営を行うこと
が可能になったわけである。
次に、浦富海岸において小規模な民宿は100を超える
が、大規模なロッジ等が存在しないのは、Fig.5に示し
たように入込み客の季節変動が大きいことに起因してい
ると考えることができる。すなわち、宿泊客は海水浴の
シーズンである夏期(7,8月)に集中していて、この他の
シーズンには宿泊客はほとんど無い。ロッジ経営を行う
ためには5。 (2)で分析したように、年間を通じてか
なり安定した入り込み客数を確保することが必要となり、
夏期のみ入り込み客が集中するような海水浴場ではロッ
ジ経営は困難であるといわざるを得ない。
最後に、氷の山スキー場においては、現在の施設整備
水準ではロッジ経営は不可能であり、民宿施設を追加的
な収入を得る副業の手段として経営せぎるを得ないとい
う状況にある。宿泊施設を専業に近い形で経営するため
には、相当な程度の大規模な観光資源の開発を行ことが
必要となる。この地域において観光を軸とした地域経営
注実施するためには、官・民一体となって観光開発努力
を行ない、氷の山地域―帯を冬期・夏期を通じた通年型
のレクリエーション基地として整備していくことが前提
となる。
6.むすび
以上、本稿ではレクリエーション型観光開発を軸とし
た地方市町村の地域経営の可能性を探るための基礎的な
判断材料を求めることを目的として、観光地に立地する
小規模宿泊施設の経営成立性に関して考察したものであ
る。その際、経営分析における損益分岐点の概念を導入
するとともに、損益分岐点宿泊客数という小規模宿泊施
設の短期経営分析ための新しい概念を定義した。きらに
ケース・スタディの対象地域として、鉢伏高原、浦富海
岸、氷の山スキー場の二つの地域をとりあげ、これらの
地域における小規模宿泊施設の経営成立性を分析し、加
えて、これらの分析結果に基づいて、個別宿泊施設の経
営成立性という観点から、これらの地域における観光開
発を中心とした地域経営の可能性に関して考察した。
しかしギ本研究において実施した経営分析は、あくま
でも償別経営主体の観点から宿泊施設の短期的な経営成
立性に関して考察したにすぎない。レクリエーション型
観光開発に関する公共的な視点からの地域経営の可能性、
あぅいは、長期的な視点からの悩別経営主体の経営成立
性、宿泊施設以外の観光施設の経営成立性、きらには公
共サイドでの観光開発戦略等、今後に残きれた課題も多
い。また、観光地の開発問題を考えるにあたっては、観
光客である消費者の立場に立った余暇・ レクリエーショ
ン活動に関する行動科学的な分析も不可欠である。いず
れにしても本研究は、緒についたばかりであり、上述の
ような問題点は今後の研究課題としたい。
最後に、本稿の作成にあたってデータ収集に御協力賜
わった各位、とりわけ関宮町観光協会の田中祥介氏には
後藤忠博・岡田憲夫・小林潔司 :観光宿泊施設の短期経営分析モデル
甚大なる協力を賜わりましたので、ここに記し深く感謝
の意を表します。
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